
令和 5年度版
(2023 年度 )

吹田市の

財務諸表（概要版）

Suita city financial statements

@mino_healthmanager
＃ suitablecity



行政サービスの源泉

行政サービスの提供に

かかった費用

将来世代の負担

現世代までの負担

当年度収入した税収等

市

民

等
経 費

地方債

税 収

投 資

収 入

費 用

収支差額

行政コスト計算書

資 産

負 債

純資産

貸借対照表

市

民

等

現金

支出

（歳出）

現金

収入

（歳入）

行政サービス 税負担等

　市の財務諸表は、市民の税負担と行政サービスの実施状況との対比など、行政運営の結果を財務

面から明確に示すことができます。その関係を図解すると、以下のようになります。

１　新公会計制度とは
（１）官庁会計制度と新公会計制度の比較

（２）市の財務諸表が表していること
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【単式簿記】

いくらお金が増えたのか、いくら使ったの

かという事実だけに焦点を当てて記帳する

方法

【現金主義】

現金の収入・支出という事実に基づいて計
上する方法

歳 入 歳 出 決 算 書

従 来 の 官 庁 会 計 制 度

財　務　諸　表

新 公 会 計 制 度

【複式簿記】

一つの取引について、原因と結果の二

つの側面に分けて記帳する方法

【発生主義】

現金の収入・支出にかかわらず、取引

が発生した時点で収益・費用を計上す

る方法

行　政
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（３）財務諸表の種類と目的

（４）財務諸表　４表の関係

名　　　称 目　　　　的

貸借対照表（BS）
（P4 ～ 5）

会計年度末時点における市の財政状態を明らかにします。

行政コスト計算書（PL）
（P6）

1 年間の行政活動に伴う費用と、その財源としての収入の状況を表
示し、市民の負担と受益のバランスを明らかにします。

キャッシュ・フロー計算書（CF）
（P7）

1 年間の資金収支の状況を３つの活動区分に分けて表示し、現金（キ
ャッシュ）がどのように増減したかを明らかにします。

純資産変動計算書（NW）
（P8）

貸借対照表における純資産の 1年間の変動状況を明らかにします。

※	上記のほか、財務諸表の内容を補足するため、注記、附属明細表を作成しています。

※	対象となる会計は、一般会計、国民健康保険特別会計、部落有財産特別会計、勤労者福祉共済特別会計、介護保険

特別会計、後期高齢者医療特別会計、公共用地先行取得特別会計、病院事業債管理特別会計、母子父子寡婦福祉資

金貸付特別会計です。なお、公営企業の水道事業会計、下水道事業会計は対象ではありません。

①　貸借対照表の現金預金は、キャッシュ・フロー計算書の当年度末現金預金残高と一致します。

②　貸借対照表の純資産は、純資産変動計算書の当年度末純資産残高と一致します。

③　行政コスト計算書の当年度収支差額は、貸借対照表の純資産の当年度増減額と一致するととも　

　　に、純資産変動計算書の「行政コスト計算書の収支差額」の残高に反映しています。

3

行政コスト計算書

純資産変動計算書

貸借対照表

資　産 負　債

純資産

当 年 度
変 動 額

内
訳

当 年 度 末
純 資 産 残 高

行 政 コ ス ト

計 算 書 の

収 支 差 額

当年度末現金預金残高

うち当年度

増減額

キャッシュ・フロー計算書

収支差額合計

＋

前年度からの繰越金

当 年 度 当 初
純 資 産 残 高

当年度収支差額

純資産

増加

純資産

減少

増加-

減少
残高区分

開 始 残 高

相 当

収　入

費　用

現金預金

①

②

③

③



２　貸借対照表
令和 6年 3月 31 日現在、1兆 4,067億円の資産と 992億円の負債があります。

純資産は 1兆 3,075億円であり、前年度から 4億円増加しています。
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令和6年3月31日現在

科目 R5 R4 増減

流動資産 221 248 △ 27

資産の部

②未収金 33 37 △ 4

①現金預金 38 67 △ 29

△ 17 7

④基金 146 143 3

③徴収不能引当金 △ 11

○その他 8 7

⑤短期貸付金 7 11 △ 4

1

⑥事業用資産 4,942 4,846 96

固定資産 13,846 13,793 52

⑧物品 40 38 2

⑦インフラ資産 8,393 8,409 △ 16

⑨出資金 70 69 1

○投資その他の資産 470 500 △ 30

⑤長期貸付金 166 174 △ 8

③徴収不能引当金 △ 1 △ 1 0

④基金 235 257 △ 23

資産の部合計 14,067 14,041 26

資産の部
どのくらいの資産を保有してい

るのかを表す

流動資産
1年以内に現金化しうる資産

固定資産
1年を超えて以降に現金化され

る資産又は現金化することを
目的としていない資産

①現金預金 38億円

歳入歳出に属する現金

官庁会計における歳入歳出差引

残額と一致

②未収金 33億円

収入すべき額のうち、まだ現金

収入していない額

③徴収不能引当金

△12億円（流動＋固定）
未収金、貸付金、基金のうち

回収できなくなると見込まれ
る額

⑤貸付金 173億円

（流動短期＋固定長期）
翌年度償還予定は短期貸付金、

それ以外の貸付は長期貸付金

⑥事業用資産

4,942億円

市庁舎や学校など、主に公共

用の資産
特許権等の無形固定資産を含

む

⑦インフラ資産

8,393億円

道路や水路等の社会生活

の基盤となる資産

⑧物品 40億円

取得価額が100万円以上の物品

や図書館資料

⑨出資金 70億円

法人等出資金、公営企業会計

出資金

④基金 381億円

（流動＋固定）
財政調整基金は流動資産、それ

以外の基金は固定資産



負債は将来世代の負担であり、純資産は市民共有の財産である資産から将来世代が負担する負債を

差し引いたものです。

世代間負担の公平性と、財務の健全性を表す指標として、純資産比率（資産合計に対する純資産の

割合）があり、令和 5 年度の純資産比率は 92.9％です。この割合が高ければ高いほど、現在の資産形

成が過去及び現役世代の負担により賄われたもので、将来世代の負担が低いことを表しており、財務

的健全性が高いと言えます。
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市民一人あたり

13,071 4

負債及び純資産の部合計 14,067 14,041 26

純資産の部合計 13,075

純資産 13,075 13,071 4

992 970 22

純資産の部

負債の部合計

△ 7○その他 34 41

⑩地方債 692 662

⑫退職手当引当金 157 152 5

固定負債 882 854 28

30

△ 2○その他 24 25

17 17 1

△ 6

⑪賞与引当金

⑩地方債 68 74

流動負債 109 116 △ 7

負債の部

（単位:億円）

科目 R5 R4 増減
負債の部
将来支払わなければならない

負債がどのくらいあるかを表

す

流動負債
1年以内に返済すべき負債

固定負債
1年を超えて返済時期が到来

する負債

⑩地方債 760億円

（流動＋固定）
資産形成等のために発行し

た地方債のうち、翌年度償

還予定額は流動負債、それ

以外は固定負債

⑪賞与引当金

17億円

令和6年6月支給の期末・勤

勉手当のうち、令和5年度
末時点で発生している負担

相当額（令和5年12月から

令和6年3月までの4か月

分）

⑫退職手当引当金

157億円

在職する全職員が令和6年3

月31日に自己都合により退
職するものとした場合の退

職手当支給見込額

純資産の部
資産総額から負債総額を引い

た差額

資産

368万円

負債 26万円

純資産

342万円

※吹田市の人口 382,336人（令和6年3月31日現在）

令和4年度は、資産368万円、

負債25万円、純資産343万円でした。



経常収支差額△ 27億円と特別収支差額 32億円を合わせた収支差額は 4億円となりました。

３　行政コスト計算書
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特別収支差額 32 52 △ 20

当年度収支差額 4 31 △ 27

その他 5 2 3

特別費用 6 2 4

固定資産除売却損 1 0 1

その他 16 38 △ 22

国府支出金 22 15 6

特別収支の部

特別収入 37 53 △ 16

○その他 4 3 1

経常収支差額 △ 27 △ 20 △ 7

⑬引当金繰入額 32 37 △ 6

⑭支払利息 5 5 0

⑪負担金・補助金・交付金等 1,033 1,020 13

⑫減価償却費 105 107 △ 2

⑧物件費 304 309 △ 5

⑩社会保障扶助費 317 310 7

⑨維持補修費 29 25 4

経常費用 2,082 2,066 16

⑦給与関係費 253 249

○その他 76 56 20

4

⑥国府支出金（経常費用充当） 813 849 △ 35

⑤使用料及び手数料 27 27 0

経常収入 2,054 2,046 9

④国民健康保険等関連交付金 79 75 5

③国民健康保険等保険料 183 184 △ 1

科目 R5 R4 増減

（単位:億円）令和5年4月1日　から　令和6年3月31日　まで

②税関連交付金等 158 151 8

①地方税 717 705 12

経常収支の部

収入
行政サービスの提供に要した

コストの財源を表す

費用
行政サービスの提供に要し

たコストを表す

経常収入
通常の行政活動による収入

経常費用
通常の行政活動に伴い発生

した費用

①地方税 717億円

市民税、固定資産税、軽自

動車税など

②税関連交付金等

158億円

地方消費税交付金、地方交

付税、地方譲与税など

④国民健康保険等関連

交付金 79億円

介護給付費交付金、地域支

援事業支援交付金

⑤使用料及び手数料

27億円

施設の使用料や各種申請手

数料など

⑦給与関係費 253億円

職員の給与や共済費等の人

件費

⑨維持補修費 29億円

建物、工作物等の維持補修

費

⑪負担金・補助金・

交付金等 1,033億円

団体等に対する負担金・補

助金・交付金など

当年度収支差額
行政コスト計算書の収入と

費用の差額

③国民健康保険等保険

料 183億円

国民健康保険料、介護保険

料、後期高齢者医療保険料

特別収入
固定資産の売却益や臨時的

な国府補助金等、特別な事

情や臨時に発生する収入

⑧物件費 304億円

委託料、需用費、使用料、

役務費、備品購入費等

⑩社会保障扶助費

317億円

扶助者に対して給付を行う

生活保護費、児童手当など

⑬引当金繰入額

32億円（現金支出を伴

わない費用）
徴収不能引当金、賞与引

当金、退職手当引当金の

繰入額

⑫減価償却費

105億円（現金支出を

伴わない費用）
貸借対照表に計上した固

定資産の減価償却費

⑭支払利息 5億円

地方債利息、リース利息な

ど

特別費用
固定資産の除売却損等、特

別な事情や臨時に発生する

費用
⑫減価償却費や⑬引当金繰入額など、現金支出を伴わない

費用についても計上します。

⑥国府支出金（経常費

用充当） 813億円

経常費用に充当する国府補

助金等



４　キャッシュ・フロー計算書
行政サービス活動収支差額は 74億円であり、投資活動収支差額△ 114億円、財務活動収支差

額 11億円と合わせて、収支差額合計は△ 29億円でした。

３つの活動区分に分けることにより、現金収入が税収によるものか、借入によるものかといった違いや、

現金支出が施設建設のための投資的な支出であるのか、借入金の返済なのか、などの違いを表しています。
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当年度繰上充用金 - - -
当年度末現金預金残高 38 67 △ 29

前年度からの繰越金 67 60 8
翌年度繰上充用金 - - -

財務活動収支差額 11 △ 14 25
収支差額合計 △ 29 8 △ 37

その他 13 14 △ 1

⑥財務活動支出 87 90 △ 3
地方債償還金 75 76 △ 2

地方債 98 76 23

財務活動

⑤財務活動収入 98 76 23

行政活動キャッシュ・フロー収支差額 △ 40 22 △ 62

その他 3 3 △ 0
基金積立金 38 38 1

投資活動収支差額 △ 114 △ 74 △ 40

④投資活動支出 210 156 54
公共施設等整備支出 169 115

その他 16 22 △ 5

53

基金繰入金（取崩額） 58 45 13
国府支出金（公共施設等整備） 22 15 6

投資活動

③投資活動収入 96 82 14

行政サービス活動収支差額 74 96 △ 22
その他 - - -

社会保障扶助費 317 310 7
維持補修費 29 25 4

支払利息 5 5 0

物件費 304 309 △ 5

負担金・補助金・交付金等 1,033 1,020 13

②経常支出等 1,965 1,947 19
給与関係費 278 278

その他 60 54 6

△ 0

国府支出金 813 849 △ 35
使用料及び手数料 27 27 0
国民健康保険等関連交付金 79 75 5
国民健康保険等保険料 184 183 1
税関連交付金等 158 151 8
地方税 718 705 13

（単位：億円）令和5年4月1日　から　令和6年3月31日　まで

行政サービス活動

①経常収入等 2,039 2,043 △ 4

科目 R5 R4 増減
行政サービス活動
経常的な行政サービスを提供するための現金

の収支、その他投資活動及び財務活動に区分

されない収支を表す

①経常収入等
税収や国民健康保険料、固定資産の形成に寄

与しない国府支出金など

②経常支出等
給料の支払いや物品の購入、施設や備品の修

繕、補助金など

この活動区分は、行政コスト計算書に計上される

取引に対応します。各科目の内容は、P6の記載を

参照してください。

ただし、行政コスト計算書は発生主義により、
キャッシュ・フロー計算書は現金主義によりそれ

ぞれ作成しますので、両者の金額は一致しませ

④投資活動支出
固定資産の形成に寄与する支出、貸付、出資

等の投資など

③投資活動収入
固定資産の形成に寄与する国府からの支出

金、固定資産の売却収入など

投資活動
固定資産の取得及び売却、基金の積立及び取

崩し、貸付、出資等に係る現金の収支を表す

この活動区分は、主に貸借対照表の資産に係

る取引に対応します。

⑤財務活動収入、⑥財務活動支出
市債の発行・償還、その他借入金の増減に係

るもの

財務活動
地方債など、外部からの資金の調達及びその

償還に係る現金の収支を表す

この活動区分は、地方債の発行や借入など、

貸借対照表の負債に係る取引に対応します。

当年度末現金預金残高
官庁会計決算における歳入歳出差引残額と一

致します。

また、貸借対照表の「資産の部」の「現金預

金」と一致します。

（翌年度歳入からの充当額）

（前年度歳出への充当額）

この活動区分は、行政コスト計算書に計上される
取引に対応します。各科目の内容は、P6の記載を
参照してください。
ただし、行政コスト計算書は発生主義により、キ
ャッシュ・フロー計算書は現金主義によりそれぞ
れ作成しますので、両者の金額は一致しません。



　行政コスト計算書の収支差額増加分を反映し、純資産が 4億円増加し、1兆 3075億円と

なりました。

５　純資産変動計算書　等
（１）純資産変動計算書
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3

13,075

変動額4億円の要因分析

新たな施設の建設や更新等による建物等の資産の増加

受贈による土地、建物等の資産の増加

施設の老朽化及び資産価値の低下（減価償却）

②

（主な要因）

① 行政サービスの提供に寄与する資産のうち負債を伴わない額の増減

（固定資産からその取得のための借入金（地方債）を差し引いた金額の変動額）

＋ 45

（単位：億円）

区　　　分

令和5年度当初純資産残高

令和5年度変動額（行政コスト計算書の収支差額）

令和5年度末純資産残高

令和5年4月1日　から　令和6年3月31日　まで

13,071

4

（単位：億円）

純 資 産

＋ 181

③

資産の裏付けのない負債の増減

（将来世代の受益を伴わない負債の増減による純資産の変動額）

財源補填のために発行した地方債の減少

建物等、資産のために発行した地方債の増加

（主な要因）

全職員が退職した際の退職手当の要支給額の増加

その他の増減（翌年度以降の財源となる資産など）

現金預金の減少

取り崩しによる基金の減少

（主な要因）

＋ 15

△ 105

△ 49

＋ 7

△ 5

未収金の増加 ＋

△ 29

△ 20

＋ 12

△ 47



（２）注記

（３）附属明細表

　注記では、財務諸表の作成に関する重要な会計方針など、財務諸表の内容を理解するため

に必要な事項について説明しています。

　附属明細表は、財務諸表の内容を補足するものです。下の表は、令和 5 年度における事業

用資産、インフラ資産、物品の増減を表しています。

各会計合算財務諸表に係る主な記載内容

重要な会計方針

※上記「重要な会計方針」の他に「偶発債務」、「追加情報」などを注記

固定資産の減価償却の方法
「吹田市固定資産取扱要領」、「リース取引に関する会計基準」及び「吹田市物品分類基準」に定める耐用年数に基づき、定額
法により算定

その他、引当金の計上基準、リース取引の処理方法、キャッシュフロー計算書における資金の範囲、その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

有形固定資産の計上
原則として取得原価により計上。行政サービス提供能力が著しく減少した場合等は「固定資産の減損に関する会計基準」に基づ
き相当の減額を行った後で計上

法人等出資金の評価基準及び評価方法
【市場価格のある有価証券】財務諸表作成基準日における時価により計上
【市場価格がなく時価を把握することが困難と認められる有価証券及びその他の出資金】取得原価により計上。ただし実質価格
が著しく低下したものについては、「出資金の評価減に関する会計基準」に基づき相当の減額を行った後の価額で計上
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令和5年度
当初取得原価

令和5年度
増減額

令和5年度末
取得原価

令和5年度末
減価償却累計額

令和5年度

償却額
令和5年度末

残高

a b c = a + b d e f = c - d

6,405 169 6,575 1,632 75 4,942
6,353 163 6,517 1,583 73 4,933
3,632 18 3,650 - - 3,650
2,166 94 2,260 1,300 40 960

477 66 543 265 25 278
34 2 36 18 7 18
45 △ 18 27 - - 27
52 6 58 49 2 9

9,268 12 9,280 887 28 8,393
9,268 12 9,280 887 28 8,393
7,911 8 7,919 - - 7,919

- - - - - -
1,356 4 1,359 887 28 472

2 0 2 - - 2
70 3 73 33 2 40

15,744 184 15,928 2,552 105 13,375

区分

事業用資産

事業用資産、インフラ資産及び物品明細表 （単位：億円）

有形固定資産

土地

建物

計

土地

建物

工作物

工作物

リース資産

建設仮勘定

建設仮勘定

物品

有形固定資産

無形固定資産

インフラ資産



６　財務状況について（５か年推移）
（１）市民一人当たりの資産、負債、収入、費用及び人口の状況

（２）財務分析　５か年推移
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　財源確保に努めて必要な公共施設整備を行ったことによ
り、純資産が増加しました。令和5年度は、資産が前年度
と比べて26億円増加（0.2％増）し、純資産が、前年度と
比べて4億円増加（0.0％増）しました。その結果、純資産
比率は92.9％となりました。

計算式【説明】 意味

ＢＳ純資産／ＢＳ資産合計
【過去世代の負担割合

（残りが将来世代の負担）】

  純資産の割合が高いほど、
将来世代の負担は低くなり、

健全であるといえます。

分析

92.9 92.8 93.1 93.1 92.9

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

R元 R2 R3 R4 R5

① 純 資 産 比 率%
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計算式【説明】 意味

ＢＳ減価償却累計額／
 ＢＳ固定資産取得価額
（建物及び工作物）

　施設老朽化比率が高いほど
建替えや改修などのコストが
かかる時期が近いといえま

す。

分析

　令和5年度は、減価償却累計額が前年度と比べて94億円
増加（3.9％増）し、固定資産取得価額が、前年度と比べ
て164億円増加（4.1％増）しました。その結果、施設老朽
化比率は58.9％となり、低下しました。特にインフラ工作
物の老朽化が進行しているため、公共施設全体の状況を把
握した上で計画的な更新・改修を行う必要があります。

57.0 57.2 57.6 

59.0 58.9 

50.0

55.0

60.0

65.0

R元 R2 R3 R4 R5

② 施 設 老 朽 化 比 率%

　令和5年度は、維持補修費が前年度と比べて4億円増加
（18.1％増）し、固定資産取得価額が、前年度と比べて
164億円増加（4.1％増）しました。その結果、施設維持補
修費比率は0.7％となり、前年度から上昇しました。

計算式【説明】 意味

ＰＬ維持補修費／ＢＳ固定資産
取得価額（建物・工作物）

【維持補修の合理性や効率性を
検証する指標】

　施設老朽化比率と合わせ
て、施設の維持補修の合理性
や効率性を検証することがで

きます。

分析

1.2

1.0

0.7
0.6

0.7

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

R元 R2 R3 R4 R5

③ 施 設 維 持 補 修 費 比 率%

分析

　令和5年度は、徴収不能引当金が前年度と比べて7億円減
少（37.3％減）し、未収金・貸付金が前年度と比べて16億
円減少（7.1％減）しました。その結果、徴収不能引当率
は5.5％となり、減少となりました。

計算式【説明】 意味

ＢＳ徴収不能引当金／ＢＳ
（未収金・貸付金）

【金銭債権のうち回収が困難
と見込まれる割合】

　未収金や貸付金などの金銭
債権のうち回収が困難と見込
まれる割合で、適正な債権管
理を行ううえで必要な指標で

す。

5.8 5.8 5.8 

8.1 

5.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

R元 R2 R3 R4 R5

④ 徴 収 不 能 引 当 率%



4ページ「２　貸借対照表」をご覧ください。 6ページ「３　行政コスト計算書」の「地方税」の額をご覧ください。

吹田市の収入のうち税金はどのくらい？

「経常収入」を見てみる
と、地方税が717億円あり、
全体の34％を占めていま
す。これは、行政サービス
にかかるコストに対する市
民の負担のうち、34％が市
税であるということをあら
わしています。前年度と比
べると12億円増加していま
す。

吹田市の資産にはどんなものがあるの？

道路や水路等のインフラ資
産の割合が大きく、資産全
体の60％を占めます。市庁
舎や学校などの土地や建物
は35％を占めます。令和5年
度は総合防災センターの整
備や小・中学校の大規模改
修等もあり、事業用資産が
96億円増加しています。

財 務 諸 表 か ら わ か る こ と

地方税

34%

税関連交付金等

8%国府支出金

40%

国民健康保

険等保険料

9%

その他

9%

事業用資産

35%

インフラ資産

60%

その他

5%

※　本書は「令和 5 年度（2023 年度）吹田市新公会計制度財務諸表」から、各会計合算財務諸表を    

抜粋して掲載し、概要を説明しています。

吹田市イメージキャラクター
すいたん

　財務諸表（各会計合算・会計別・事業別）は、吹田市ホームページ

　(https://www.city.suita.osaka.jp/shisei/1018870/1018877/index.html)

　に掲載しています。

※　本書の計数は、表示桁未満を四捨五入しています。また、割合（％）は、小数第２位を四捨五入

しています。このため、表内等での合計等が一致しない場合があります。

吹田市 会計室
〒 564-8550 大阪府吹田市泉町 1 丁目 3 番 40 号 ( 低層棟 1 階 )
TEL：0 6 - 6 3 8 4 - 2 5 0 2
FAX：0 6 - 6 3 6 8 - 9 9 0 4
mail：kaikei@city.suita.osaka.jp

この冊子は 200 部作成し、一冊当たり 325 円になります。
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